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第５章 

 
タイにおける協同組合生成についてのノート 

 
重冨 真一 

 
 

要約：タイの協同組合は、20 世紀の初頭に、政府の社会政策として導入された。農村

部における現金経済の浸透により、高利の借金で農民が土地を失うなどの問題がおきて

いた。そうした農民に低利の資金を提供するために、作られたのが信用協同組合であっ

た。資金源は政府あるいは政府の保証を受けた金融機関であった。当初の信用協同組合

は組合員の連帯責任に依拠していたが、まもなく会員の所有地を担保として貸し付ける

ようになった。さらに組織の効率性を高める目的で、1960 年代になると政府は信用組

合を合併し、一郡にわたる範囲を領域とする協同組合に改組した。こうしてますます協

同組合は、民衆の連帯組織というよりも、政府主導の金融機関的な性格をもつようにな

り、現在に至っている。また「協同組合運動」と呼べるものはほとんどおきなかった。

立憲革命当時、エリートの一部から協同組合主義に基づく経済計画案が出されたが、政

府、社会のいずれにおいても受け入れられることはなかった。 

 

キーワード：タイ、協同組合、農業金融、マイクロファイナンス、協同組合思想 

 

 

 

はじめに 

 

 タイで最初の協同組合は、1917 年に作られている。政府は 20 世紀の初頭から、協同

組合の設立に動き、その後も一貫して協同組合を奨励してきた。農業省のなかには協同

組合振興局という部署が作られ、協同組合の振興と監督をおこなっている。協同組合局

は省に格上げされた時期すらあった。現在、農業協同組合の組合員数は、総農家数とほ

ぼ同じであり、単純に比較するならば、ほとんどの農家が農業協同組合に参加している

ことになる。外形的には、タイの協同組合普及は成功したように見える。このようなタ

イの協同組合が、どのような人々により、どのような意図、背景のもとに導入がなされ

たのか。またどのような実体を持って組織され、どう普及していったのか。本稿では、

これらの点について先行研究をもとに概観する。 
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１．絶対王政下での協同組合創設と振興 

 

（１） 政府による協同組合創設 

 

協同組合のアイデアは、絶対王政下のタイ（当時はシャム）において、早くも提案さ

れ、実施に移された。当時の政体は、最高権力者の国王が国家統治の意思決定も下すか

たちになっていた。統治のための中央集権的な官僚体制も作られていたが、官庁の重要

な部局の長には王族や貴族が配置された。とくに地位の高い王族や貴族は、西欧諸国に

留学したから、彼らはそこで協同組合の概念と実践を見てきたに違いない。 

1899 年、プラヤー・マハーヨター (バンコク州地券発行長官)とグロムムーン・マヒ

ーソン（財務大臣)が、国王の私的資金を農民に貸し出すか、民間人の会社に融資させ

ることを、ラーマ五世王に提言した(Prasit [1974:50-51])。彼らは、農民が農業のための

投資資金を必要としていること、貸し出す側には銀行に預金を預けるよりも高い利回り

が得られることを理由として挙げていたが、国王はこの提案を受け入れなかった。 

1902 年、当時フランス大使であったプラヤー・スリヤヌワットが、100 万バーツを鉄

道建設用に外国銀行から借入し、その資金を農業銀行から貧農に低利で融資し、返済後

に鉄道建設に回す、という案をラーマ 5 世王に上奏している(Prani [1986:50-51])。しか

しこの提案も国王に受け入れられなかった。 

1909 年、前年の洪水で農家経済が悪化し、エジプトをモデルとした農業銀行案が浮

上した。しかしこの提案も、エジプトでの農業銀行の効率性に疑問があること、タイ農

民の資金需要が少ないと主張する政府高官がいたことなどから採用されなかった(Prani 

[1986:50-51]、 Prasit [1974:54-56])とがある。1912 年には、内務大臣のチャオプラヤー・

ヨムラート（ロンドン大使館勤務経験）が貧困者向けの低利融資金融機関の設立を提案

した。 

さらに、このころから農民向け金融の一方法として協同組合が意識されるようになっ

てきた。1910 年、当時農業大臣であったチャオプラヤー・ウォンサヌプラパット（ベ

ルギーに留学経験）が、農民への融資のために協同組合とそれを支える金融機関の創設

を国王に提案したとされる。1911 年、前出のプラヤー・スリヤヌワットは、「コーポレ

ーション」という方法を提案した。1915 年 11 月、財務大臣のグロム・プラチャンタブ

リーラナート（イギリスに留学経験）が協同組合のアイデアを国王（ラーマ 5 世王）に

提言した。 

このように 1900 年代の初めに、複数の政府高官（王族を含む）が、国王に民衆向け

の低利融資金融機関やその方法として協同組合のアイデアを上奏していた。これらの提

案は、いずれも農民救済を目的としたものであった。 
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同時期、別の理由からも協同組合の設立提案がなされた。1914 年、Siam Commercial 

Bank（SCB、シャム商業銀行、現在のタイ商業銀行）が債務不履行問題に直面した。シ

ャム商業銀行には、財務省が資本出資していたので、政府はこの救済に乗り出さざるを

えなかった。そのさいインドのマドラス銀行頭取であった Sir Bernard Hunter がシャム

政府に対して、SCB を改組し、政府資金をつぎ込んで民衆向けの融資銀行を作るという

提言をした(Yuphawan [1956:5])。その後 SCB の経営が回復を見せたため、このアイデア

は採用されなかったが、民衆への融資をおこなう金融機関を設立するという点は、財務

省の商業・統計予測局(Krom phanit lae sathiti phayakon)で検討された。当時の局長はグロ

ムムーン・ピタヤロンコーン（英国に留学経験）であった。 

グロムムーン・ピタヤロンコーンは、地方監督官（Samuha thesaphiban）を集めて協

同組合の設立について協議した。1915 年に、局内に協同組合部を作り、同年、最初の

協同組合紹介パンフレットを自ら著した（Nambara [1998:250]）。このため彼は、後にタ

イにおける「協同組合の父」と称される。なおグロムムーン・ピタヤロンコーンは、タ

イの協同組合について、ビルマのそれがモデルであると述べた（Nambara [1998:271）。 

このように複数の政府高官が協同組合を提案した背景には、当時のタイ農村の状況が

あった。タイは 1855 年に貿易の門戸を開いた後、コメの輸出を急速に拡大させていた。

とりわけ 19 世紀の終わり頃からの増加はめざましい。輸出の拡大は、そのまま米生産

の拡大に結びつき、さらに生産拡大はもっぱら水田の拡大によって支えられたと考えら

れる1。コメの商業生産を目的として、中部タイを中心に稲作生産が拡大した。コメ農

家の中に現金経済が急速に浸透していった。こうした状況の中で、農家の負債も増加し

ていったと推測される。協同組合や農業金融制度を提案した官僚達は、いずれも農家の

負債問題に言及している。時代はやや後になるが、1930 年にタイで初めて行われた全

国的な農家経済調査（C. Zimmermanによる調査）によると、中部地方での農家負債額が

他の地方に比べて飛び抜けて高い。すなわち、一世帯あたりの負債額が、他の地方は

30 バーツ以下であったのに対して、中部は 190 バーツであった(Zimmerman [1931:200])。

また負債を持つ農家の割合も、他の地方が 2 割未満であるのに対して、中部は 5 割であ

った（ibid. [201]）。1917 年、タイで最初の信用協同組合が中部タイの上辺に位置するピ

サヌローク県で、同年にチャオプラヤーデルタ内のロッブリー県で作られたこと、また

その後続いて作られた協同組合のほとんどが中部タイに立地したのは、こうした事情を

反映している。 

このようにタイの協同組合は、政府官僚（当時そのかなりの部分が王族）によってア

                                                   
1 19 世紀の農地面積、水田面積については統計データがないので、これはあくまで推測で

ある。しかし統計データが得られるようになって以降（1930 年代）のコメ作付面積と収量

の関係を見る限り、1950 年代まで生産量の増大はほぼすべて作付面積の拡大によってもた

らされていたことからすれば（重冨[2009:89]）、妥当な推測といえよう。 
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イデアが持ち込まれ、そして政策化された。ただし検討した先行研究の中には、彼らが

欧米でどのような思想や現実に触れ、どのようにして協同組合に注目するに至ったのか

についてまで論じたものが見当たらなかった。さらなる文献調査が必要である。 

協同組合を実際に作る局面でも政府が主導的な役割を果たした。のちに協同組合局長、

協同組合、農業相も歴任したプラ・プラカートサハゴンは、1917 年にロッブリー県で

最初に協同組合を作ったときのことを大略以下のように回顧している  (Phra 

prakatsahakon [1978:187])。 

 

政府は自分をふくめ 3 人の係官をロッブリーに派遣して協同組合の設立にあたら

せた。最初に民衆を集めて協同組合の説明をおこなった。最初の会合の開会は県知

事がおこない、その後の会合には郡長が必ず出席した。つまり地方統治官が協同組

合設立にも関わった。参加した民衆は高利の借金を抱え、（借り換えのための）資

金が必要だったが、協同組合の連帯責任の話を聞くと、恐れをなしてしまった。ま

た金貸しが、「土地を政府に取り上げられるぞ」と吹聴した。そこで我々は、組合

員は信頼できる人、担保のしっかりしている人を誘い合ってやればよいこと。協同

組合の代表や役員は毎年替わることができること。政府や銀行から借りるのではな

く、自分たちから借りるのだということ2。外国では協同組合が成功していること。

ピサヌロークでもすでにできていることなどを説明した。民衆に協同組合の知識が

ない状況から始めたので、ロッブリー（バーンサオ郡）で最初の協同組合（９組合）

を作るのに 2 ヶ月かかった。 

 

その後、プラ・プラカートサハゴンはロッブリーに協同組合監督官（sarawat sahakon）

として駐在し、ロッブリー県他、中部タイ諸県の協同組合の協同組合の指導にあたった。

彼は舟や馬を使って農村の協同組合を訪れ、時には協同組合役員から返済資金を預かっ

て、県の財務省事務所まで運ぶこともあったという。強盗への備えのため、彼は常に拳

銃を持ち歩いていた（ibid.[195-196]）。 

このように、協同組合の設立が政府の協同組合担当官や地方統治官の直接的な働きか

けで実現したこと、その後の監督も協同組合担当官が相当の関与をしていたことが窺わ

れる。 

 

（２） 協同組合の実態 

 

ピサヌローク県に最初に作られた協同組合は、ワットチャン無限責任信用組合という。

                                                   
2 実際には金融機関から協同組合に融資がなされ、それを組合員が借りるのであるから、金

融機関から借りるのと同じである。 
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最初の組合員は 16 人で、寺を中心としたコミュニティの住民によって作られたもので

あろう。最初の資本金は、組合員が支払った入会金 80 バーツと SCB からの融資金 3000

バーツであった。協同組合はこの 3080 バーツのうち 1300 バーツを組合員に年利 12%

で貸し付けた（Samnak ngan sahakon changwat phitsanulok [c2006]）。地縁的な関係をもつ

人々の間の連帯責任（無担保）によって融資を行うという点で、ライファイゼン型の信

用協同組合といえる。政府もライファイゼン型の信用協同組合をひな形としていた。し

かしその一方で、資金源のほとんどが外部の金融機関であることからも、組合員の貯蓄

による相互扶助という側面は見られない。外部資金を投入し、組合員相互の社会関係に

よって借入金の管理を確実にするというのが、当初の協同組合の構想であった。 

組合員の借入目的は、まずそれまでの借金の借り換えであったようだ。しかしそれが

済むと借入金の一部は土地や役畜の取得にあてられたとされる(ibid.[26])。ただし協同組

合局自身のレポートに、1932~37 年で、借入金の 88%が借り換えに充てられたという記

録があるので（Krom sahakon [1938]）、協同組合を通じた資金融資がどの程度生産に貢

献したかは定かでない。 

さてワットチャン信用協同組合は、最初の融資を元本利子とも 1 年で回収することが

できた。この成功を見て、政府は協同組合を他の地域にも普及し始めた。表１に見るよ

うに、協同組合の数はワットチャン組合の翌年には 13 に増え、その後もペースの高低

はあっても 1960 年代まで協同組合の数は増加し続けた。また１組合あたりの組合員数

は、ほとんど 20 人を超えることがなかった。これは少なくとも当初は、上述したよう

にライファイゼン型の利点（相互監視による資金回収管理）を意図した故である。しか

し、1923 年から貸し付けに担保を条件とするようになった（Nambara [1998:255]）。資金

回収という目的だけならば、小規模な組合を維持するメリットはなくなったはずである。

にもかかわらず、後述するように 1970 年代になって協同組合の合併が進み始めたとき

でも、1 組合あたりの組合員数に劇的な変化がみられないのはなぜだろうか。この点、

検討の余地がある。 
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信用協同組合以外の協同組合も、かなり早くから作られ始めた。1957 年時点の種類

別に見た協同組合数、組合員数は表 2 のようになっている。この表から、協同組合のほ

とんど(93%)が信用協同組合であったことがわかる。ただしそれ以外の協同組合は、規

模の大きいものがあるので、組合員数でみると信用協同組合の比重はそれほど大きくな

い(45%)。なお信用協同組合以外の各種協同組合の概要を以下に箇条書きする（Krom 

表１：信用協同組合数と組合員数の推移

年次 組合数 組合員数（人） 年次 組合数 組合員数（人）
合計 １組合当たり 合計 １組合当たり

1917 1 16 16.0 1940 2,252 32,383 14.4
1918 13 186 14.3 1941 2,851 43,387 15.2
1919 14 225 16.1 1942 3,359 52,352 15.6
1920 26 500 19.2 1943 4,021 65,227 16.2
1921 60 1,190 19.8 1944 4,550 75,928 16.7
1922 60 1,197 20.0 1945 4,557 75,130 16.5
1923 60 1,201 20.0 1946 4,784 81,466 17.0
1924 64 1,235 19.3 1947 5,379 97,028 18.0
1925 69 1,264 18.3 1948 6,196 115,265 18.6
1926 77 1,414 18.4 1949 7,300 136,964 18.8
1927 77 1,390 18.1 1950 7,631 142,965 18.7
1928 81 1,491 18.4 1951 8,276 154,970 18.7
1929 91 1,629 17.9 1952 8,856 166,117 18.8
1930 128 2,157 16.9 1953 9,583 189,519 19.8
1931 128 2,221 17.4 1954 9,819 197,583 20.1
1932 150 2,498 16.7 1955 9,847 190,187 19.3
1933 183 2,935 16.0 1956 9,856 186,036 18.9
1934 326 4,868 14.9 1957 9,890 183,873 18.6
1935 439 6,324 14.4 1958 9,967 181,674 18.2
1936 558 7,983 14.3 1959 9,985 177,249 17.8
1937 766 10,899 14.2 1960 9,962 172,868 17.4
1938 911 13,048 14.3 1961 9,950 169,204 17.0
1939 1,214 17,405 14.3 1962 9,907 163,907 16.5
1940 1,787 25,888 14.5 1963 9,876 130,707 13.2

1964 9,838 158,372 16.1
1965 9,805 159,667 16.3
1966 9,784 156,084 16.0
1967 9,744 153,961 15.8
1968 9,646 154,729 16.0
1969 7,969 131,104 16.5
1970 1,252 24,302 19.4
1971 213 3,200 15.0
1972 93 2,039 21.9
1973 43 1,516 35.3

注）左は３月末時点、右は１２月末時点。

出所） 1917-26年：The Minstry of Commerce and Communications[1926:408]

　　　　1927-35年：Phanit[1978:293] 

　　　　1936-44年：Sawat[1964:250-251]

　　　　1945-58年：Central Statistical Office[1945-55年版および1956-58年版]

　　　　1959-73年：National Statistical Office[1964、1966、1970-71、1972-73、1974-75の各年版]

なおデータソースについて南原真氏からご教示を受けた。



 

 
 

90 
 

sahakon [1938]、Chamnian, Suphon, and Nathachai [1957:14-15]、Yuphawan [1956]）。 

 開墾協同組合：1937 年、チェンマイで最初の組合が作られた。農民が未開墾地を開

墾する際の資金的援助、サービス提供、土地についての権利付与などをおこなう 

 土地共同購入協同組合：1935 年、パトムタニー県（バンコク近郊）で作られた。こ

れの協同組合は、農家が土地を購入するために資金を借り入れ、15 年で返済するの

を支援する。 

 土地借入協同組合：協同組合が広い土地をまとめて借入し、組合員に分けて耕作さ

せる。組合員の農業経営を支援する。 

 土地改良協同組合：灌漑局が溜池や水利施設を利用する農民を協同組合に組織した

もの。協同組合は組合員の農業経営や灌漑施設維持活動を支援する。 

 共同販売協同組合：農産品ごとにこの協同組合が作られている。精米所をもつ協同

組合もある。また組合員に代わって農業資材の購入も行う。 

 消費者協同組合：消費者の消費財購入を支援するための協同組合。1929/30 年にバ

ンコクで最初の協同組合店舗が作られた。1937 年には、地方（6 県）でも作られた。

組合員が出資し、利潤を配当する仕組みである。 

 月給受給者協同組合：月給から天引きして貯蓄し、融資など組合員の必要に応じた

活動をおこなう。 

 サービス業協同組合：電気、水道などの公共サービス供給を担う組合とタクシーな

どサービス供給者の組合とがある。 

 

 
 

（３） 協同組合振興策 

 

表２：協同組合の種類別に見た組合数と組合員数（1957年）

協同組合の種類 組合数 組合員数
1組合あた
り組合員数

信用協同組合 9,876 184,941 18.7

開墾協同組合 145 2,471 17.0

土地購入協同組合 52 920 17.7

土地借入協同組合 23 291 12.7

土地改良協同組合 40 4,094 102.4

共同販売協同組合 207 86,640 418.6

消費者協同組合 206 124,794 605.8

月給受給者協同組合 10 7,735 773.5

サービス業協同組合 5 902 180.4

合計 10,564 412,788 39.1

注）1957年6月末日時点

出所）Chamnian, Suphon, and Nathachai [1957:19]
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ワットチャン組合の例でも見たように、信用協同組合はその資本の大夫部分を外部金

融機関に依存していた。信用協同組合の数が増えたということは、すなわち外部資金の

注入が増加したということである。そしてその資金はほぼすべてが政府か、あるいは政

府に裏打ちされた民間金融機関の融資資金であった。たとえば、タイ商務・通信省の報

告書(MOCC [1930])によれば、協同組合の設立は SCB から融資できる資金の総額に規定

されていた。1921 年から 23 年まで協同組合の数が 60 で停滞するのも、SCB の融資枠

に余裕がなくなったためである。1927 年から 28 年に 4 組合増えたのは、既存の組合が

SCB に借入金を返済したからであり、29 年、30 年の増加は、SCB の追加融資によるも

のであるという。したがって協同組合振興策のもっとも重要な部分は、協同組合に資金

を提供する枠組みであった。1932 年の立憲革命まで、信用協同組合の資本投入は、も

っぱら SCB の資金を用いている。当初の供給資金は 30 万バーツであったが、1928 年に

50 万バーツへ、そして 1932 年には 150 万バーツまで拡大した（Nambara [1998:256-257]）。

1928 年と 32 年の資金拡大は、当時のラーマ 7 世王の政策を反映したものであった(Prani 

[1986:88-90])。ラーマ 7 世は、自らワットチャン信用協同組合を訪問したほか、ピサヌ

ローク県の協同組合代表とも面会し、彼らの訴えを聞いている。 

立憲革命後の政府は、さらに協同組合を奨励する政策をとった。政府による直接融資

が始まり、1933 年に 70 万バーツ、36 年 140 万バーツ、37 年 100 万バーツが追加融資

された。また農業省からも資金が提供されるようになった（1938-40 年に 550 万バーツ）

(Nambara [1998:256-257])。1940 年から、政府は中央銀行に協同組合債券を発行させ、協

同組合のための資金を集めた(Yuphawan [1956:33-37])。1940 年から 45 年の間に 2730 万

バーツの債券が発行され、そのうちの約 2700 万バーツが協同組合に貸し出された。貸

出額が急に大きくなったため、資金管理の専門部局が必要となり、1943 年に協同組合

のための銀行法を制定して、協同組合銀行を設立した。銀行は協同組合局の資産も引き

継ぎ、1947 年に事業を開始した。こうして当初 30 万バーツでスタートした協同組合へ

の外部金融機関・政府の融資は、信用協同組合の会員数がピークを記録した 1954 年に

は 3 億 6800 万バーツになった(ibid.[41])。その後、協同組合銀行は、農業及び農業協同

組合銀行（BAAC）に改組され、現在に至っている。 

法的な整備も同時に進められた。最初の協同組合が作られた時点では、協同組合法は

まだ作られておらず、民法典の中の協会法（Pho.ro.bo. samakhom）の一部を改訂して対

応した（Yuphawan [1956:8-9]）。すなわち協会のひとつとして協同組合を規定する改訂

をおこなった。最初の協同組合法は 1928 年に作られた。この法律で、信用協同組合は

村あるいは近隣に住む人々によって作られること、収益の 5%を地域社会のために使う

ことが定められている(ibid.[19-27])。ライファイゼン型の信用協同組合を前提とした規

定と言える。 
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２．立憲革命後の協同組合主義 

 

前節で見たように 1932 年の立憲革命後、政府は絶対王政時代よりも積極的に協同組

合を推進した。それは専ら信用協同組合への資本貸付額の増加に見て取ることができる。

しかし立憲革命後の時期に特筆すべきは、当時のリーダー達の中に、一種の協同組合主

義が見て取れる点である。これについては南原真（Nambara [1997])が、当時提案された

複数の経済開発計画を検討する中で論じており、本稿ももっぱらそれに依拠している。 

協同組合主義をもっとも明確に打ち出し、また政治的な影響力も大きかった経済計画

は、プリーディー・パノムヨンのそれであった。南原によれば、プリーディーはフラン

ス留学中にフーリエのコミューン思想の影響を受けた(ibid.[90])。フーリエによれば、コ

ミューンは協同組合による生産と消費を通して自給的なものとされる。しかし Pridi は、

協同組合摂理における政府のイニシアチブを強調する。この点について後にプリーディ

ーは、協同組合が自立するまで時間がかかるので、当初は政府が手を入れねばならない、

と説明している(Chatthip [1987:8])。一方、彼は留学中に集団主義(collectivism)の影響も

受けており、それが「社会主義的な」経済計画に反映している。この経済計画は、立憲

革命後間もない 1933 年 3 月に、政府に提出された(Nambara [1997:76])。 

プリーディーの経済計画案は 11 の Part に分かれており、その第 7 番目が協同組合に

あてられている(Landon [1968])。それによれば、協同組合は国家経済計画の実践単位で

あって、生産に必要な土地と資本は政府によって供給される。（国により土地が提供さ

れるのであるから）組合員が土地を所有していることを前提とする当時の信用協同組合

とは異なる。協同組合の組合員は、政府の指導の下で、生産と生産物の販売に責任を負

う。そして組合員は協同組合から賃金を受け取る。また協同組合は組合員に食料を供給

する義務をもつ。その他の生活資材も組合員に販売する。 

これは個別農業経営を補完する存在として協同組合を振興してきたそれまでの政策

とはまったく異なるものである。彼の構想する協同組合は、国有地を管理する集団農場

であり、集団農場は構成員の生活再生産を担う。この限りで、中国の合作社に近いイメ

ージである。しかしプリーディーの経済計画は、あまりに社会主義的として政府に受け

入れられることはなかった。 

その翌年、プラサラサート（1933~34 年のパホン内閣時の閣僚）が 1934 年 10 月に政

府に経済計画案を提出した。プラプラサートは、協同組合のネットワークを地方に作り、

県レベルには県協同組合を置いて、それに倉庫や銀行機能を持たせて、中国人商人と競

争させようと考えた(Nambara [1997:100])。このプラサラサートも立憲革命前にフランス

に滞在した経験があるのだが、南原によれば彼の協同組合についてのアイデアがどのよ

うな思想的影響のもとで作られたかは不明という。 

続いてプリーディーの社会主義的な経済計画に否定的な立場から、プラマノーとゴー
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マラクンの経済計画案がそれぞれ 1933 年 4 月と 9 月に出された (ibid.[123,128])。それ

ぞれ協同組合の奨励を唱っている。その具体的な中身は信用組合、協同組合店舗、ある

いは土地協同組合の創設というものであって、立憲革命以前の協同組合奨励策の延長上

にある。 

このように見ると、協同組合に国の成り立ちを決めるような重要な機能を担わせたア

イデアを提示したのは、プリーディーとプラサラサートであり、とりわけ前者のそれは

際立っている。プリーディーもプラサラサートもその経済計画は政府の内部で受け入れ

られず、その協同組合構想も紙の上だけで終わった。協同組合を振興するという政府の

姿勢は、今日まで続いているものの、それは協同組合主義というほどの価値観を投影し

たものではない。 

 

３．運動なき協同組合振興 

 

（１） 政府による信用協同組合の改組 

 

1950 年代の末に数の上で 9 割以上を占めていた信用協同組合は、その運営について

以下のような問題点を指摘されていた。まず組合員への融資審査の不備とそれにともな

う資金回収問題である。組合の融資は土地を担保として行われることになっており、規

則上は土地の担保手続がなされ、その評価額の 6 割を上限として貸し付けがなされるこ

とになっていた。ところが手続の済まないうちに融資がなされて、結局担保がとれない

ままになったり、担保地の面積や地目が担保書類と違っていたり、担保物件評価額の 6

割、あるいは 10 割を超える融資がなされるケースも見られた(Somrit [1957:274-276]）。

郡によっては、協同組合担当者のいない郡もあって、監督が行き届かないという状況が

うまれていた（Somrit [1957:276]、Sawat [1964:270-271]）。返済の遅れが目立つようにな

った。元本だけではなく、利子の支払いにも遅れが出ており、1959 年には 4612 万バー

ツにのぼった(Sawat [1964:280])。返済の遅れが起きるようになると信用協同組合に資金

を貸し出す銀行の審査が厳しくなり、融資決定に時間がかかるようになった。プラ・プ

ラカートサハコーンは、1963 年の文書で当時の協同組合の問題を次のように要約して

いる（Phra prakatsahakon [1963:42-44]）。 

①商業協同組合や生産協同組合は経営が立ち行かないケースが多い 

②協同組合法は時代遅れになっている 

③協同組合の規模が小さすぎる 

④自己資金が少なく、借入金に依存しすぎる 

⑤ 政府予算配分を受けた協同組合に経営問題が起きている 

プラ・プラカートサハコーンによればこうした問題が起きたのは、1947 年から 53 年
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の間に協同組合の数を急速に増やしたことによる。1949 年などは 1 年間で 1179 組合が

新たに作られた（うち信用協同組合は 1109 組合）。とくに③の協同組合の規模問題につ

いて、プラ・プラカートサハコーンは、かつてのように組合員間の相互信頼関係が重要

であった時代はともかく、現在のように協同組合についての理解がひろまった時代には、

より大きな協同組合が必要であると主張する。そして既存の協同組合の合併と大規模組

合の新設を提案している (ibid.[44])。そして上記のような提案にそった形で、1950 年代

末から改革が始められた。 

1959 年に、東北タイのパークチョンで、有限責任制の大規模信用組合が作られた

(ibid.[56-58])。この協同組合は会員の範囲がひとつの郡に広がり（郡レベル協同組合）、

組合に専従者（専務および職員）がいて、担保だけでなく会員の相互保証によっても貸

し付けるという点で、従来の信用協同組合と異なっている。こうしたタイプの協同組合

（名称は、「生産のための信用協同組合」）は、その後、1960 年にチャチュンサオ県、

1962 年にラヨーン県で作られ、いずれも良好なパフォーマンスを示していた。しかし

この新しい信用協同組合は、規模の大きな商業的な農家を対象としており、貧困な小農、

負債に苦しむ農家を救うという、信用協同組合が作られた当初の目的からは逸脱してい

る。 

たとえばチャチュンサオ県の組合の場合、1968 年 3 月 31 日時点の会員は郡内 9 タン

ボン（行政区）に広がり、その数 394 人であった（NIDA [1971:20-22]）。短期の融資は

もっぱら作物栽培の経費にあてられ、中期の融資は家畜の購入に充てられた。短期融資

はすべて回収できている3。 

1968 年に 1928 年協同組合法が廃止され、新しい協同組合の経営に適合した新たな協

同組合法が制定された。そして信用協同組合を、郡レベルに作られる農業協同組合に統

合するよう行政指導がなされた(Krom songsoem sahakon [1976:33])。また新しい農業協同

組合は、信用のみならず、購買、販売、水利、土地保全、普及、教育研修など多目的な

協同組合とする。そして県の連合会、および全国の連合会を作ることになった。こうし

て現在のタイにおける農業協同組合の原型ができた。 

現在、タイには約 6900 の協同組合（実際に事業をおこなっている単協のみ）があり、

そのうち農業協同組合は 3700 組合ほどである4。2003 年の農業協同組合員数は 530 万人

で、これは同年に行われた農業センサスの農家数に匹敵する。組合員数だけでみれば、

協同組合の普及はかなりの成功を収めたといえよう。しかし農業生産・流通・金融の面

における協同組合の占める位置はかならずしも大きくはない。主食でありかつ重要な輸

出品でもあるコメの集荷・加工（精米）をおこなう協同組合は 147 カ所だけであり、800

                                                   
3 チャチュンサオ農業協同組合については、友杉[1973]が詳しく報告している。 
4 2012 年時点の数字（協同組合振興局ホームページ、http://www.cpd.go.th/cpd/cpdinter/ 
information_coop55.html、2013 年 10 月 12 日アクセス）。 
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以上あるとされる大中規模の民間精米所数と比べてもかなり少ない5。一方、信用事業

面で見ると、2012 年 9 月から 13 年 8 月の 1 年間に農業協同組合が貸し出した資金額は

620 億バーツで、国営企業である農業および農業協同組合銀行（BAAC）の個人向け貸

出額 2920 億バーツの 2 割ほどである（BAAC [2013:238]）。なお農業協同組合の 3 分の

１近くはBAACの資金を受けていると思われる（ibid.[237]）。 

数は多いが、実体経済に占める位置はあまり大きくないというのが、現在の農業協同

組合のイメージである。その実体とそれを規定している要因については、改めて分析が

必要である。 

 

（２） 民間の協同組合運動 

 

タイにおいて民間による協同組合の推進運動は非常に限られている。協同組合思想と

もいえるような主張をした知識人は、筆者の知る限りソット・グーラマローヒット（1918

～1978 年）ぐらいではなかろうか。ソットは文筆家、小説家で、協同組合を基本単位

とした国家形成を構想した。ソットによれば、当時のタイ政治の問題は、権力や金によ

る独裁、民衆支配が問題であって、それがマルクス主義の浸透を招いている。協同組合

では参加者が平等で、お互い協力して事業をなすことができるから、国家経済、国民生

活のいろいろな局面に協同組合を作り、それが互いにつながることで望ましい国家が生

まれるという（Sot [1976]）。このソットの主張がどの程度、当時のタイで受け入れられ

たのか定かではない。しかし当時の政治思想に大きな影響を与えるものではなかく、言

論界での反響もあまりなかったようである6。 

実際に協同組合を作り、その運営を支援している民間団体としては、クレジットユニ

オン連合（Credit Union League of Thailand、CULT)がある。クレジットユニオン連合は

現在世界のいろいろな国に支部をもつ NGO である。タイでは、1965 年に最初のクレジ

ットユニオン（信用協同組合）が作られた（CULT [1989]）。これはアルフレッド・ボニ

ングというジェスイット派神父がバンコクのスラム住民に対しておこなっていた成人

教育や職業訓練、子どものケア、薬供給などの活動を基盤としたものである。クレジッ

トユニオンは、政府の作る信用協同組合とは異なり、組合員の貯金（自助努力と相互融

資）を重視した。当初は都市部が活動の中心だったが、次第に農村部にも普及するよう

                                                   
5 タイ精米所協会のホームページ（http://www.thairicemillers.com、2013 年 10 月 13 日ア

クセス）によると、2007 年の会員数は 800 以上という。会員は主に大中規模の精米所であ

り、協会に加盟していない精米所も相当数あると思われるので、実際には 800 をかなり超

える民間精米所があると考えられる。 
6 ソットが当時の右翼グループ、ナワポンのメンバーであったこともあり、ナワポンが一種

の協同組合主義を唱えたことがあるようだが、ソット自身がそれを曲解であると批判して

いる（Sot [1976]）。 
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になった。 

クレジットユニオンは、会員の貯蓄を重視するので、任意団体である貯金組合と共通

性がある。貯金組合7は、住民が資金を出し合い相互に低い金利で借りられるための組

織であり、1970 年代半ばから政府やNGOが農村部や都市スラムに普及したものである。

こうして作られた貯金組合の一部が、規模を拡大し、会計管理の標準化が必要になると、

クレジットユニオンの支援を受けて協同組合の形で法人格をとる。クレジットユニオン

の協同組合は多くがこうした形で作られたものである。このようにCULTの主たる活動

は、貯金組合やクレジットユニオンへの技術的支援（経理の補助、訓練など）である。

なおクレジットユニオンは 2013 年 8 月現在で 1305 組合（協同組合の総数に含まれる）

がある8。 

 

おわりに 

 

タイの協同組合は、政府高官の進言によってタイに導入された。20 世紀初頭から協

同組合あるいは農民への融資金融機関について国王に提案する人たちが複数あったが、

それらはみな欧州に留学した経験を持つ政府高官であった。ただし彼らの思想形成、政

策案形成の過程は明らかになっていない。 

協同組合は政府の政策として作られ、政府の支援で増加、普及した。最初の協同組合

は、商務・統計予測局協同組合部の官僚が地方統治官と協力して作ったものであった。

協同組合の増加は、ひとえに政府（および政府の指示を受けた金融機関）の資金提供額

に依っていた。協同組合を導入した絶対王政政府は、協同組合を農民への資金提供の機

関と見ていた。協同組合を推奨した官僚達は欧州の協同組合（ライファイゼン型信用組

合など）や他国の事例を学んでタイへの導入を図ったが、文献を読む限り協同組合の運

動的側面についてほとんど言及がない。協同組合は農民に対する福祉政策の手段として

技術的に捉えられていたように思われる。 

協同組合を理想化して国家経済政策の中に位置づける発想は、立憲革命を主導したエ

リート達によって提起された。彼らはフランスなど先進国の協同組合思想から学び、そ

れを新しいタイ国家作りの理念に織り込もうとした。しかしそれは政府の政策に結びつ

かず、実践に移されることはなかったし、思想としてもさらに展開されることはなかっ

た。他国でしばしば見られるような民間人（学者、知識人、思想家、政治活動家）によ

る協同組合運動のようなものは、タイではほとんど見られなかった。唯一、クレジット

ユニオン連合が信用協同組合の設立推進と運営支援をおこなっているが、この活動も単

                                                   
7 貯金組合については、重冨[1996]を参照。 
8 CULT のホームページ（http://www.cultthai.coop/new/index.php）。2013 年 10 月 12 日

に検索。 
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協の技術的支援に重点を置いている。 

以上のようにタイの協同組合は、政府のイニシアチブで導入され、普及されたとまと

めることができる。民間の協同組合運動のようなものは、ほとんど起きなかった。協同

組合に理念的な価値をおくような発想は、プリーディーなど一部の政府高官にあったが、

それは実践もされなかったし、一般に広まることもなかった。 

ただし本稿では詳しく論じることのなかった農業、農村以外の協同組合については、

改めて検討が必要である。たとえばタクシーの配車業では協同組合の形をとるものがあ

り、それらは民間企業と同じような営業をおこなっている。教員など公務員の作る信用

協同組合は一種の同業者互助会で、公務員への資金融通に相当な役割を果たしている。

その預金額は協同組合全体の預金額の 8 割以上、融資額は協同組合全体の融資額の 9 割

以上を占める9。 
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